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[長期総合計画] [事業基本情報]

分野別目標 4 管理経費

政 策 9 ○

施 策 4 法定受託事務 ○

取組方針 3

永年

事業実施の根拠法令

関連個別計画

担当課・担当課長（Tel）

関連課

１　事業概要及び実施内容

事
業
概
要

２　事業コスト

当初予算 決算 当初予算 決算 当初予算 決算 決算 計画 決算

8,030 6,989 8,609 6,525 9,689 7,013 15,807

- - 7.2% ▲6.6% 12.5% 7.5% ▲100.0% 0.0% -

18,130 18,677 24,846 25,604 18,361 20,351 25,356

17,238 16,575 15,118 15,167 15,167 16,993 16,891

35,368 35,252 39,964 40,771 33,528 37,344 42,247

8,030 6,989 8,609 6,525 9,689 7,013 15,807

2.42 2.46 3.27 3.44 2.47 2.56 3.19

9.59 9.57 8.57 8.65 8.65 9.04 8.96

３　目標及び実績
単位 平成26年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

目標値

実績値 16,997 17,959

達成度(%)

目標値

実績値 29,217 25,941

達成度(%)

目標値 100 100 100

実績値 100 100

達成度(%) 100.0% 100.0%

目標値

実績値

達成度(%)

実
施
内
容

国民年金資格関係届出書、保
険料免除関係申請書、給付関
係届出書～受付、送付事務。
各種年金相談事務

国民年金資格関係届出書、保
険料免除関係申請書、給付関
係届出書～受付、送付事務。
各種年金相談事務

国民年金資格関係届出書、保
険料免除関係申請書、給付関
係届出書～受付、送付事務。
各種年金相談事務

国民年金資格関係届出書、保険
料免除関係申請書、給付関係届
出書～受付、送付事務。各種年
金相談事務

国民年金資格関係届出書、保
険料免除関係申請書、給付関
係届出書～受付、送付事務。
各種年金相談事務

平成30年度

当初予算

63.1%

25,356

事業費 15,807

事業費等　（千円）
平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

伸び率（％）

26,787

活
動
指
標

そ の 他

16,891

国庫支出金

県支出金

42,247

15,807

人件費

正規職員
正規職員以外

小計

平成27年度

所要人数
（人）

正規職員
正規職員以外

成
果
指
標

100

16,300

主な予算内訳

100

100.0%

ＳＥ委託料7,521千円　業務委託料4,374千円　消耗品費2,455千円

3.19

窓口応対人数

指標名

人

受付、送付書類の確認率

件

％

届書受理件数

市　　債

8.96

一般財源（税等）

国民年金等事務費

一般会計

民生費

事業進捗管理シート

国民年金事業

事業区分(1)
事業経費

その他

社会保障制度の充実

誰もが安心して住み続けられる持続可能なまち

その他

款

平成２８年度 平成２９年度平成２６年度 平成２７年度

国民年金法

事業目的（「誰・何」をどういう状態にする」ための事業か) 事業内容
国の社会保障制度の一つである国民年金制度を、年金機構と連携協力し、市民から無年金者を出
さないように年金制度の説明をし、相談を受け付け、必要な届出書を受付し年金事務所に送付す
る。

死亡、高齢、障がいを負うことによる所得の減少に備え、市民
生活を健全に維持及び向上させるため。

国保年金課

平成３０年度

亀井　宏和　(435-1055)

事業期間 ～

大事業

項

国民年金等事業

会計

国民年金事業事項

会計・
予算区分

継続事業種別

国民年金制度の啓発
事業区分(2)

自治事務

将来に向かって希望の持てる福祉社会の形成

年金保険費

目


